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地震・津波観測監視システムの現状と今後の展開
地震津波・防災研究プロジェクト

1．南海トラフと海溝型地震

日本列島の南西の海域、静岡県の駿河湾から九

州の日向灘に至る海底には、南海トラフと呼ばれ

る、フィリピン海プレートがユーラシアプレート

に衝突しその下に沈み込むことにより形成され

た細長い窪地が存在します。このようなプレート

の境界では、プレート同士の応力により歪みが生

じ、この力が解放されるときに大きな地震を生じ

ます。この海底でのプレート境界域で生じる地震

は海溝型地震と呼ばれ、特にマグニチュード8ク

ラスの海溝型地震では、地震の強い揺れだけでは

なく大きな津波も伴うことが知られています。

南海トラフにおいても、この海溝型地震が100

年から200年の間隔で繰り返し発生していること

がわかっており、その震源域によって、東海地震、

東南海地震、南海地震と区別されています（図1）。

また、これら地震の発生の仕方も一様ではなく、

昭和には、1944年には東南海地震が発生し、2年

後の1946年に南海地震が発生しました。一方、

その前の安政の時代には、東海地震と東南海地震

が同時に発生し、その約30時間後に南海地震が

発生しました。さらに遡れば、1707年の宝永地震

は、東海、東南海、南海の震源域でほぼ同時に地

震が発生したと考えられています。これら地震の

たびに、強い揺れと大きな津波により、甚大な被

害が発生してきました。

政府の地震調査研究推進本部によれば、今後30

年以内に東南海地震は70％程度、南海地震は60％

程度の確率で発生すると予測されています。これ

ら地震や津波に対し、地震の想定震源域での海底

の変動をリアルタイムでモニタリングすること

により、これら地震や津波の被害を軽減すること

を目的に、まずは東南海地震の想定震源域におい

て観測網の整備が平成17年から文部科学省の研

究プロジェクトとして開始されました。

図1．南海トラフ沿いの震源域

2.地震・津波観測監視システムDONET

海洋機構が構築したのは、複数タイプの地震計

や圧力センサを備えた20ヶ所の観測点を展開し、

それを海底ケーブルでつなぐことにより、リアル

タイムに東南海地震の想定震源域で進行してい

る現象を捉える観測システムです。このシステム

は、地震・津波観測監視システムと名付けられ、

英名のDense　Ocean-floor　Network system for

Earthquakes and　Tsunamisの頭文字をとって

DONET(ドゥーネット)と呼ばれています。

DONET　では、三重県尾鷲市古江町に設置した

陸上局から約250kmの基幹ケーブルを海底に敷設

し、分岐装置を介し計20　ヶ所の観測点を、東南

海地震の想定震源域の直上に面的に展開してい

ます。

観測装置は強震計、広帯域地震計、水圧計、微

差圧計、ハイドロフォンおよび温度計から構成さ

れ、これら複数のセンサによって海底活動および

その変動を広域・稠密・リアルタイムで観測しま

す。取得したデータは海底ケーブルを通じ、迅速



に陸上へ伝送され、プレート境界やその周辺域で

のゆっくり滑りや、非常に低周波の地震動ならび

に微小地震、圧力センサによる津波や海底地殻変

動の鉛直変化を捉えることが期待されています。

DONETの構築には、海底で長期観測を行うた

めの給電システムや時刻同期技術の開発（以上、

詳細は後述）、無人探査機の機能向上などの技術

開発を実施しました。特に、観測機器など海底で

の設置作業に必要不可欠である無人探査機によ

る海底作業の高度化においては、ケーブルを展張

および接続するための装置（図2）を開発したほ

か、無人探査機の最大潜航深度を　3，000m　から

4，500mへ変更するなど、大規模な技術開発が必要

でした。

このような基盤的な技術開発のもと　DONETの

構築は進められ、平成21年3月に1つ目の観測

点を設置して以降、DONETは東南海地震の震源

域において観測を続けています。平成23年7月

には当初計画していた　20か所全ての観測地点の

構築を終了しました。平成23年3月の東北地方

太平洋沖地震についても、震源から約700kmも離

れているにもかかわらず、精緻なデータが観測さ

れています（図3）。なお、地震計と水圧計のデー

タは気象庁などに配信されており、緊急地震速報

など警報の迅速化への貢献が期待されています。

3．DONETデータの活用と南海地震への備え

DONET　システムにより捉えられた地震発生前

のさまざまな観測データは、地震発生予測の精度

向上や、海溝型巨大地震の予測研究、防災研究の

推進に貢献する一方、特に津波データは、沿岸域

の住民の方々の非難に最も重要な早期津波情報

の提供に非常に有用です。そのため現在、DONET

の当該データを地方自治体へ配信するシステム

の構築に向け準備を進めています。

また、過去の地震の発生履歴から、上述の通り

発生確率が高く、東南海地震と同時、もしくはこ

れに引き続き発生すると考えられている南海地

震に備える必要があります。このため、平成　22

年度より、南海地震の震源域へDONETと同様の

システムを構築するための事業が開始されまし

た。ここでは、より広域をカバーするため、長大

化するケーブルと増加する観測機器の数に対応

する高電圧供給システムおよびそれに対応する

要素技術の開発を進めています。

地震津波・防災研究プロジェクトでは、これら

観測網の整備とともに、文部科学省からの委託研

究「東海・東南海・南海地震の連動性評価研究」や

地球深部探査船「ちきゅう」による掘削孔での孔

内計測技術の開発、スーパーコンピュータを活用

した高精度な大規模シミュレーション研究を併

せ、地震・津波研究の進展と実用化、ならびに防

災・減災への研究成果の活用を進めていきます。

さ ら に詳 し く知 りた い方 ;

・地 震 ・津 波観 測 監 視 シ ス テ ム

http ://w w w .jam stec.go .jp/jam stec-j/m aritec/d onet/

問 い合 わ せ 先 ;

・地 震 津 波 ・防 災 研 究 プ ロ ジ ェク ト

研 究 企 画 グ ル ー プ : donet＿info@ iam stec.go.jp

図2　海底ケーブル展張装置を搭載した探査機

図3　DONETで観測された東北地方太平洋沖地

震の強震波形



平衡型直流定電流入力／直流定電流分配出力装置及びその放熱構造
川口　勝義

1.　はじめに

本発明は、 JAMSTEC　における文部科学省から

の委託研究「地震・津波観測監視システムの構築」

により実施した海底のリアルタイム観測ネット

ワークDONET(Dense Ocean-floor Network system

for Earthquakes and Tsunamis)の開発においてシス

テム海中部の電源装置として日本電気株式会社、

株式会社高砂製作所、及び独立行政法人海洋研究

開発機構の技術者、研究者の議論の中で考案され

た知財です。

解決されるべき課題

JAMSTEC　では、日本周辺の複数の海溝型巨大

地震発生帯を観測対象に通信用海底ケーブル技

術を応用した地震等多目的観測システムの開発

及び海域への展開を進めてきました　2006年度よ

り新たに開始されたDONET(図1)においては、

過去に例を見ない高密度な海底観測網を構築す

る技術が検討され、海底において複数の観測点を

統合するハブと電源コンセントの役目を果たす

ノードを用いた拡張性のある観測点展開手法が

提案され実用に移されました。この方式において

は観測開始後にシステム規模が変化しない今ま

でのシステムと異なり、展開された観測点数に応

じて海底で消費される電力が大きく変動するこ

とから、各観測点のセンサー群が受けるシステム

の負荷変動の影響を最小限に抑えかつ消費電力

からシステム状態を正確に把握することが可能

な電源装置の必要性が議論されました。

図1　紀伊半島東方、熊野灘沖南海トラフに展
開された地震・津波観測監視システムDONET

図2　平衡型直流定電流入力／直流定電流分配出
力装置のブロックダイアグラム

3．解決手法

ここで提案する発明は海中設置を目的とした

直流定電流入力／直流定電流分配出力装置です。

通常の通信用海底ケーブルシステムは定電流給

電方式を採用しているため入力段はこの方式に、

出力段は10km程度の長距離電送を想定すること

から、高効率の直流定電流給電方式を採用してい

ます。本提案では2組のコンバータと抵抗体から

回路を構成することにより、2次側定電流を受電

する負荷の変動に対し、コンバータの1次側に電

圧変化を発生させない機能を構築します。図2に

おいて第一のコンバータに接続された負荷W1が

変動（観測点の追加や、インターバルを持って動

作する機器の作動を想定）すると定電流化回路へ

の入力電圧V2が変動します。この変動を監視す

る電圧検出器から出される信号をもとに制御回

路及びスイッチング回路を用いてV2を一定とす

るフィードバックを第一のコンバータ1次側回路

にかけるようにします。1次側回路は定電流回路

であるため負荷変動に応じて電圧V1が変動しよ

うとしますが、ここでV1を第二のコンバータに

分圧します。第二のコンバータではV1の変動を

第一のコンバータに搭載されたものと同等のフ

ィードバック回路により疑似負荷（余剰電力を熱

として消費するための抵抗体）に負荷分散するこ

とで、W1　の変動に伴う　V2の変動が発生しても

V1　が一定となるようにシステムが平衡する回路

を構成することを可能にしました。この機能によ

り、定常状態においては1次側入力の電流、電圧



は2次側負荷の変動に対し常に一定となることか

ら、負荷変動により発生する消費電力の変動を本

システム内で吸収しその影響を外部に及ぼさず

に済むことが可能となりシステム全体の安定的

な稼働を実現できます。また、意図的な2次側負

荷変動と本装置1次側を構成する部分もしくは本

装置を接続する基幹システム部分に発生する障

害とを区別することができるようになり障害時

の原因判定を容易にすることが可能となります。

本発明のコンバータを実際に使用する場合、2次

側負荷が小さい初期の状態では上記抵抗体が担

う電力が大きく発熱が多くなること、また海中で

使用するため装置は密閉空間である耐圧筐体内

に収容することから、本知財では特別な放熱構造

を合わせて提案しています。これは2個のV字構

造体を筐体円筒面に押し当て可能な限り曲面面

接触を実現することで、従来の自然対流による放

熱から放熱効果の高い熱伝導による放熱機能を

付帯するもので、従来ではみられない構成です。

（図3）。

4．実機製造と展開

DONETの開発計画においては前記方式を採用

した給電分配ユニットを開発し評価を実施しま

した（写真1）。さらにノードを構成する主要装置

としてシステム化（図4）を実施し、2011年末の時

点で5か所の海底においてすでに運用を開始して

います。これらの運用と並行して現在DONETの

2期計画が進められておりこの計画の中において

もさらに7か所の地点にこの方式を使ったシステ

ムが追加される予定です（図5）。

さ ら に 詳 し く知 り た い 方 ;

・地 震 ・津 波 観 測 監 視 シ ス テ ム

h ttp ://w w w .j am stec .g o .jp /jam ste c-j/m aritec /d o n e t/

・参 考 文 献 ; 「通 信 用 海 底 ケ ー ブ ル 技 術 の 科 学 利

用 」、 電 気 学 会 誌 V o l.1 3 1, N o .4 , 2 0 1 1

プ ロ フ ィ ー ル ;

かわぐち　　 かつよし
氏 名　 : 川 口　 勝 義 (グ ル ー プ リ ー ダ ー )

所 属 : 地 震 津 波 ・防 災 研 究 プ ロ ジ ェ ク ト/ 技 術 開 発

グ ル ー プ

専 門 分 野 : 海 洋 計 測 工 学

問 い 合 わ せ 先 ;

k a w a k @ ja m s te c .g o .jp

図3　疑似負荷（抵抗体）放熱構造

写真1　給電分配ユニットベンチテスト

図4　DONET用拡張分岐装置（ノード）

図5　DONET1期（紫）及び2期計画（赤）



海底地震津波ネットワークにおける精密時刻基準の実現
荒木　英一郎

1．海底での地震観測と精密時刻基準

日本の周囲には大地震が起こるところが広が

っています。2011年3月11日に発生した東北太

平洋沖の地震や将来起こることが想定されてい

る南海トラフでの東海東南海・南海地震など、

様々な大地震が日本列島への海洋プレートの沈

み込みに伴って、海の下で起こっています。

このような地震がどのようなメカニズムで起

こるのか、また、地震を起こす断層が、どのよう

な状態になったときにおこるのかについて、調べ

るために必要なのは、現場の観測データですが、

これまで現場の海底に展開されたリアルタイム

観測網が非常に乏しいのが現実でした。2004年末

にスマトラ沖でM9の地震が発生したことを一つ

のきっかけとして、筆者他は、日本周囲でも海域

の地殻活動をリアルタイム観測データからしっ

かり把握することが重要だと考えました。

そこで、海底ケーブルを地震発生の可能性の高

い海域に展開し、多数の海底観測装置を接続して

リアルタイムで地震と地震に伴う津波などの観

測ができる「海底地震津波ネットワーク

（DONET）」の開発を2006年から開始しました。

海底の、地震の起こるすぐそばで、多数の地震

計が睨みを利かせて、海底の「どこで（どの断層

で）」、どのような大きさの地震が起こっているか

ということを常に精密に監視できることを目指

しました。地震が「どこで」起こっているかを調べ

る原理は単純です。地震の周りの観測点で「いつ」

それぞれの観測点が揺れたかを調べます。距離＝

時間＊速さの関係から、地震の波が伝わる「速さ」

がわかっていれば、それぞれの観測点から震源ま

での距離がわかり、観測点が「多数」あれば、震源

が特定されます。従って、地震がどの断層で起こ

っているか精密に調べるには、「多数」の観測点を

置き、地震波の「速さ」を調べておき、「いつ」地震

が起こったかを正確に計測すればよいというこ

とになります。あらかじめ地震波の「速さ」を調べ

ておくには、音響測距と同様に、よく知られてい

る振動が2つの観測点をどのような時間差で伝わ

るかを調べることによるのですが、それにも各測

点が「いつ」振動を受けたかを正確・精密に知るこ

とが重要です。

DONET　では、海底に多数の（図1）観測点を展

開できるよう構成したほか、海底の観測装置が観

測するデータに精密な時刻付けができる「精密時

刻基準」システムを開発することによって、「い

つ」についても観測を高度化する開発を行いまし

た。

図1南海トラフに広がる東海・東南海地震（想

定）震源域とDONET観測点（赤丸）イメージ

図2　DONETネットワークシステム構成図

2．　DONET地震津波ネットワークでの精密時刻

基準方式

DONETでは、海底に設置される観測装置で観

測されるデータに精密な時刻付けを行うため、陸

上に設置された　GPSで精密な時刻基準を設定し

て、それを海底ケーブルにより海底の観測装置ま

で送信することを行っています（図2）。

海底の観測装置は、それぞれ10km程度の「展張

ケーブル」と呼ばれる末端のケーブルを通じて、



「ノード」と呼ばれる装置に海底で接続されてい

ます。ちょうど、観測装置がノードを通じて星型

に接続されていて、ノードが各観測装置へ海底ケ

ーブルから受けた電力を分配するほか、陸上から

送られた信号を各観測装置に分割・分配し、各観

測装置から送られてきたデータを合併して海底

ケーブルを通じ陸上局に送る仕組みとなってい

ます。

海底ケーブルには、観測装置がノードを通じて

多数（計　40点）接続されているので、これらの観

測装置がどれも時刻基準を受信できることが必

要です。これは、海底に陸上局から通信するデー

タの一部を使うことによって行われます。

海底の観測装置への時刻基準情報は、その陸上

局から海底のノードへ送るデータの一部として、

送られます。海底のノードは、すべて陸上から海

底に送るデータに同期して動くようになってい

ます。各ノードには最大8台の観測装置がつなが

っていますが、各観測装置は、ノードから送られ

てくるデータに同期して動作する仕組みになっ

ていますので、ノードを介して、各観測装置すべ

てが陸上から送られてくるデータに同期して動

作することになります。また、陸上局からノード

に送られる時刻データもノードを通じて各観測

装置へ送られるデータに付加されますので、各観

測装置は、時刻情報を常時受信し続けることがで

きます。

観測装置が受ける時刻情報の精度について考

えてみます。

1ミリ秒程度の大まかな時刻を観測装置が得る

ことだけが必要なのであれば、陸上局から海底ま

でデータを送る所要時間は計　250km程度の海底

ケーブルの光信号伝送時間等を合わせても1ミリ

秒程度であり、問題はありません。しかし、DONET

では、観測装置から得られるデータの品質を高め、

データのより高度な解析が適用できるようにす

るため、海底の観測装置が得る時刻を1マイクロ

秒より良い精度で把握する目標としました。その

場合、陸上局からノードまでの海底ケーブルやノ

ードから各観測装置までの展張ケーブルでの伝

送遅延、それから、陸上局内やノード内でのデー

タ転送における遅延の量の不確かさを合わせる

と、1マイクロ秒を超えてしまい、観測装置は精

度の高い時刻を得ることができません。そこで、

DONETででは時刻情報の陸上局から観測装置ま

での経路それぞれの遅延量を精密に測定するこ

とによって、観測装置に届く時刻情報の不確かさ

を0．16マイクロ秒以内としています。

このことによって、海底ケーブルネットワーク

に接続された観測装置が受ける時刻データのタ

イミングが　0．16マイクロ秒以内の精度で確定さ

せることができます。

陸上局から海底観測装置までの伝送遅延は、海

底ケーブルの温度変化などによる物理的変化、観

測装置の交換や設置位置の変更などによるケー

ブル長の変化など、様々な要因によって変化する

ことが考えられます。DONETでは保守のため、

ノードや観測装置は海底ケーブルから取り外せ

るようになっています。長期間の運用では、ケー

ブルの張り直しや観測装置の設置点変更などに

よって、伝送遅延発の変化が想定されますが、そ

のような場合でも、遅延量の測定を行うことによ

って観測装置の受ける時刻を高精度で確定する

ことができ、ネットワーク構成の変更の前後の観

測データの連続性を確保することができます。

3．今後の展開

現在、南海トラフで適用されているDONETは

海底地震計・水圧計等からなる海底観測装置の1

種類のみが接続されていますが、今後、ネットワ

ークに長期掘削孔内観測システムや精密海底音

響測位システムなど、複数種のセンサーを取り付

けることが想定されています。今回実現された精

密時刻基準の技術は、海底ケーブルのネットワー

ク機能の一部として実現されていますので、これ

ら新しい種類の観測装置でも容易にネットワー

クから精密時刻基準を得ることができ、すでに接

続されている他のセンサーと精密に同期した動

作を行わせることができるようになります。

さ ら に 詳 し く知 り た い 方 ;
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台湾気象局向け海底地震観測システム（MACHOシステム）の完成

－DONETから生まれた知財の展開事例－

飯田　直久、藤原　法之、菱木　賢治

1.はじめに

NECは、1979年に静岡県御前崎沖に設置した気

象庁殿の「海底地震常時観測システム」から、2010

年度末の独立行政法人海洋研究開発機構(以下、

JAMSTEC)殿の「DONET　システム」まで、合計　9

つの海底地虞観測システムを提供させて頂いて

おります。

この様な中、日本列島及びその周辺海域と同様

の地震発生国である台湾において、台湾中央気象

局(以下、 CWB)殿が中心となり、台湾東方海域で

の海底地震観測の必要性が提唱され、 NECとして

従来提供してきた海底地震観測システムの紹介

を行いました。　　その結果、 1)冗長性、 2)高信頼

度及び、 3)置換性を特徴とするDONET方式のシ

ステム設置を決定されるに至りました。

NECが一括請負業者として、JAMSTEC殿、NEC

及び(株)高砂製作所殿で共同考案された知財で

ある「平衡型直流定電流入力/直流定電流分配出

力装置及びその放熱構造」(以下、本知財)を適用

しシステムの設計/製造/設置を実施致しました。

2011年8月に海域への機器の設置を完了させ、同

11月14　日にNECとして10番目のシステムとし

てCWB殿の正式連用か開始さました。以下、そ

のシステムを紹介するとともに、今後の本知財の

適用計画を整理させて頂きます。

2.台湾中央気象局システム

CWB　殿システムは　MACHO(Marine Cable

Hosted Observatory)と称されており、 JAMSTEC殿

が文部科学省からの委託研究「地展・津波観測監

視システム構築」により実施した「海底ネットワ

ークシステムの開発」での技術開発の成果を基本

としており、特にシステムの構成要素の1つであ

る拡張用分岐装置(以下ノード)内に、本知財を適

用した電源回路を搭載しております。

①　建設計画

2009年09月～2011年11月

2009年09月　　　　::契約

2009年12月　　　:建設計画書提出

2010年01月～07月　:機器設計

2010年08月～12月　:機器製造/海洋工事設計

2011年01月～10月　：　現地建設／検査

2011年11月　　　　　：　正式運用開始

②　システム設置海域

MACHOシステムは、台湾東方に位置する頭城

（トウチェン）の陸上局に陸上端局装置類を設置

し、そこから東南方向に45kmの海底光ケーブル

を設置し、その先端にノードが設置されています。

図1にシステム設置海域を示します。

図1　システム設置海域

③　システム概要

海洋総合観測システムは、深さ約300メートル

の海洋観測点に地震計や津波計などの海底観測

機器等を配置し、それぞれの機器からのデジタル

情報を海底ケーブル内の光ファイバーによって

24時間リアルタイムで地上に送るものです。図2

にシステムの概要図を示します。

本システムは、台湾東方に位置する頭城（トウ

チェン）から全長45kmの海底ケーブルを敷設し、

ケーブルの先端にはノード（写真1：実物の1／5

スケールモデル）1台を装備し、ノードには広帯域

地慮計及び強振計を搭載した地虎観測プラット

フォーム（写真2：実物の1／5　スケールモデル）、

水晶水圧計、塩分濃度計及びハイドロフォン（水

中マイク）各1台を搭載した環境観測プラットフ

ォーム（写真3：実物の1／5スケールモデル）が接

続されています。

本知財を適用したノードを用いることにより、

地震・津波だけではなく、海底の環境など、総合

的な海洋観測が可能となりました。さらには、ノ



ードとの接続に水中で着脱可能なコネクタ（水中

着脱コネクタ）を採用したことにより、必要に応

じた新たな観測装置の追加、および観測装置が故

障した場合の交換が容易となりました。

3.　今後の適用計画

現在、 NECは、 DONET-Iの次期システムとなる

DONET-IIのPhase-I計画を対応させて頂いており

ますが、それ以外に下記のプロジェクトにて同様

日本知財を搭載したノードを提供する事を計画

しております。

① MACHO拡張計画

今回設置したMACHOシステムは、将来、海底

光ケーブル長100km、ノード2台を先端に接続す

るシステムの拡張が計画されています。追加され

るノードには前述のセンサに加え、深海カメラ、

ADCP(二次元流向流速計)等の接続も計画されて

います。

②　英国C&WW:既存ケーブルの科学的再利用

既存の海底通信システムの科学的再利用の一

環として、英国の　C&WW(Cable　&　Wireless

Worldwide)社より、 DONETのNODE方式の適用

に関して問い合わせがあり、現在対応中です。

本プロジェクトは、既存海底通信ケーブルに分岐

装置/NODEを複数台挿入し海底における地震/環

境等のモニタリングを実現するものです。

プ ロ フ ィ ー ル ；

いいだ　　 なおひさ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ふじはら　　のり
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図2　システム概要図

＜構成概要＞

端局装温 1 式

終端装証 1 台

分岐装置 1 台

ノー ド 1 台

地震観測 プラットフォーム 1 式

広帯域地震計

加速度型地震計

－圧力 （津波）計
環境観測プラットフォーム 1 式

－塩分濃度計

－水中マイク

－水温計
海底ケーブル

写真1　ノード（給電分配装置搭載）

写真2　地震観測プラットフォーム

写真3　環境観測プラットフォーム



海底ケーブル展張装置の開発

「海底ケーブル敷設方法およびその装置」

西田　孝人、白仁　浩文

1．　はじめに

（株）OCCは気象庁殿の「海底地震常時観測シス

テム」をはじめ、独立行政法人海洋研究開発機構

殿（以下、JAMSTEC）のDONETシステムまで海底

に敷設する基幹ケーブルを提供させて頂きまし

た。また、2004年には、研究調査船「よこすか」

に搭載されている深海曳航体（YKDT）および、ア

ンビリカルケーブルのご提供をさせて頂きまし

た。これらの経験を踏まえ、（株）OCCはJAMSTEC

殿と共同で「海底ケーブルの敷設方法およびその

装置」（登録番号：特許第3593568号）と「海底ケー

ブル敷設装置」（特開2008－22588号）を特許出願い

たしました。本発明は海中機器を用いて海底面直

上からケーブルを敷設展張する方式及び海底面

でのケーブルボビン再装着に関するものです。

DONETでは、20か所の観測点を構築するため、

NODEから約10km離れた観測点を海底面上から

細径ケーブルで、展張するため日本発明が使用さ

れました。ここでは、その海底ケーブル展張装置

の紹介、東京大学地震研究所殿で採用されたケー

ブル展張装置の使用例、今後の計画などを紹介さ

せて頂きます。

写真1　海底ケーブル展張装置

2．　海底ケーブル展張装置

通常インライン式海底観測機器の設置はケー

ブル敷設船でケーブル及び観測装置を敷設しま

す。ケーブル敷設船の敷設能力は日々進歩しては

いますが、船上から水深4千メートルの深度にピ

ンポイントで任意の位置に観測機器を設置する

ことは不可能です。

一方、新たに開発した海底ケーブル展張装置を

用いた場合、海底面近くにおいて運用できる遠隔

操作無人探査機（以下、ROV）に海底ケーブル展張

装置を装備して確実に設置したい場所にケーブ

ルを展張することができます。

加えて荒天等でケーブル展張を一時中断せざ

るを得ない状況も考慮し、海底面で本装置からケ

ーブルボビンを切離して一旦仮置きし、再度海底

面でケーブルボビンを本装置に装着して展張作

業が再開できる機能を有しています。また、領海

内に敷設されたケーブルが役目を終えた際には

回収する必要がありますが、本装置は細径ケーブ

ル回収も可能です

写真2　展張装置に装着されたケーブルボビン

3．　東京大学地震研究所へ納入した

「海底地電位観測用ケーブル展張装置」

（株）OCCではJAMSTEC殿と共同で開発したケ

ーブル展張装置を基に設計製作した「海底地電位

観測用ケーブル展張装置」（以下、本装置）を東京

大学地震研究所殿に2010年に3台納入しました。

本装置は海底地電位を計測するためにケーブル

を展張し、その端末にデータロガーをつけてデー

タを記録、回収するシステムです。　任意の場所に

おいて海底地電位を測定するためにケーブルを

展張するという要求に対し本装置を提案し採択

されました。東京大学地震研究所殿の要求する地

電位測定海域は水深が5000mと深いため、DONET

において使われたROV、ハイパードルフィンでは

なくROV「かいこう7K」（以下、7K）に搭載しての

作業となります。7Kはハイパードルフィンに比



べサイズも小さく、ROV　としての搭載運用重量

（ペイロード）も限られます。その為、本装置、ケ

ーブルとデータロガー部をフレームに乗せて船

上からフリーフォールで海底に設置しました。そ

の後本装置を7Kにあらかじめ取り付けておいた

保持冶具で結合し海底で任意の場所にケーブル

展張を行います。展張装置はドラムに最大6Kmの

ケーブルを巻き込むことができ、ハイパードルフ

ィンに装着された本装置と同様に展張作業の一

時中断、再開が簡単にできるようになっています。

7Kのペイロードの制限から水中重量を65kg以下

に抑えるように浮力材を備え付けています。ドラ

ムは、ケーブルを展張する際にドラムが回りすぎ

ないようにするためのブレーキ機能を有してい

ます。また、回収時には陸上でドラムにモーター

を取付けて回転させ、ケーブルを巻き取ることも

可能です。

図1　7Kに装着したケーブル展張装置　全体図

図2　海底地電位観測用ケーブル展張装置

写真3　フリーフォール前のケーブル展張装置

4．今後の展開

（株）OCCは海底ケーブルメーカであると共に陸

上ケーブル製造会社でもあります。今回の装置開

発においては、海底ケーブルの特殊技術のみなら

ず、独自の陸上ケーブルの製造設備の技術を応用

して開発致しました。本装置は、どのようなROV

にも対応できるものです。今後、ROVにかかわら

ず、有人潜水艇、自律型水中無人探査機（AUV）な

どへの対応も可能です。DONET IIでは31箇所

の展張作業を限られた時間の中で行う事が想定

されています。また、海外の海底観測プロジェク

トへの展開などが考えられています。その為に

JAMSTEC殿所有のROV以外の民間会社のROV

への装着等も検討が進んでいます。

プ ロ フ ィ ー ル ；

にしだ　　　 たかと　　　　　　　　　　　　　 しら に　　　 ひろふみ
氏 名 ：西 田　 孝 人 （本 部 長 ）1 、 白 仁　 浩 文 （営 業

部　 海 洋 ・観 測 グ ル ー プ 長 ）2

所 属 ：株 式 会 社 O C C　 ケ ー ブ ル シ ス テ ム 本 部

問 い 合 わ せ 先 ；

Sh iran i＠ o c c．n e．jp



平成23年度知的財産の概要

知的財産の保有件数 特許出願状況

知的財産収入の推移



あなたの会社の成果を、JAMSTECの研究成果や特許、
施設・設備と組合せて製品化してみませんか？

＜募集要項

1．募集区分

FSタイプ
JAMSTECのシーズを用いて、（a）製品化や事
業化、（b）起業化、（C）標準化・規格化を目指す
すための基礎的な調査検討を行います。

①実施期間：2年間

②提案者：JAMSTEC職員または企業等

③経　　費：最大3百万円／件

戦略的連携タイプ
企業側の技術提案で、企業等のシーズとJAMS
TECのシーズ・施設・設備・ノウハウ等を組合
せ、共同開発により製品化等を行います。

①実施期間：3年間（各年度未に評価を実施）

③提案者：企業等（共同提案者として機構職員）

②経　　費：最大10百万円／年
（JAMSTEC分担の開発費として）

2 .ス ケ ジ ュ ー ル (予 定 )

①募集期間 :平成24 年3月～5 月
②実用化展開促進プログラム推進委員会 (課題選定) :6 月中旬
③採択課題決定 :・6 月下旬
④実施時期 :7 月～ (戦略的連携タイプの場合は、共同開発契約を締結します)
⑤成果報告・評価 : 3 月

3 .応 募 書 類

http://w w w .jam stec.go.jp/j/about/patent/ip3 htm l (詳細が決まり次第掲載します)

4 .問 合 わ せ

独立行政法人海洋研究開発機構　 事業推進部　 推進課 (担当 :黒澤、細谷、山科、小林)
E-m ail:Ch izai@ jam stec.go.jp T E L :04 6 -8 67 -9 24 6

※本募集は、平成24 年度予算の成立状況によっては事業内容や実施内密を変更する場合があります。予めご了承ください。
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バ ック ナ ンバー

V ol．9 特集 ：海 洋 ・地 球科 学 ・バ イ オの研 究 を支 え る基 盤 技術 （2009 年 2 月発 行）

V ol．10 特集 ：JA M STE C の産 学連 携 の取 り組 み （2009 年 6 月発 行 ）

V ol．11 特集 ：JA M ST E C の シ ミュ レー シ ョン技術 （2009 年 9 月 発行 ）

V ol．12 特集 ：深海 のバ イオ テ ク ノ ロジー （20 10 年 2 月発 行 ）

V ol．13 特集 ：JA M STE C の産 学連 携 の取 り組 み P artII （2011 年 3 月 発行 ）

地震・津波観測監視システムは、今後30年以内に70％以上の確率
で発生する可能性のある東南海地震を、より想定震源域近くで監視
するためのシステムである。ハイパードルフィンは、震源域の海底
に地震計や水圧計などから構成される観測装置を20カ所設置して

きた。写真は、観測装置と拡張用分岐装置とを結ぶ展長ケーブルを
抱えたハイパードルフィンが、作業開始の日の出を待っているとこ
ろである。また、ハイパードルフィンは本システムの今後の維持管

理にも活躍する予定だ。

撮影：川口　勝義

問い合わせ先:知的財産関係: chizai@jamstec.go.jp

発 行 : 独 立 行 政 法 人 海 洋 研 究 開発 機 構　 事 業 推 進 部 推 進 課

発 行 責 任 者 : 中村　 亘　 編 集 責 任 者 : 小 林 雄 輔 、 山科　 則 之 、 黒 澤 茂

レイ ア ウ ト : 小 林 雄 輔 、 鈴 木 さや か　 印 刷 : 事 業 推 進 部　 広 報 課

発 行 日 : 20 12 年 2 月 1 日

電 話 : 0 4 6-86 7 -9 2 39 FA X : 0 4 6 -8 6 7-9 19 5

E -m ail : ch iza i@ jam stec .g o .jp U R L : h ttp ://w w w .jam stec .g o .jp
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無断転載を禁止します。
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